








国の障害者基本計画（平成２５年９月）　新設の施策分野

７　安全・安心

　 （１）防災対策の推進

1
○障害者や福祉関係者等の参加及び防災関係部局と福祉関係部局の連携の下での，地域防災計画等の作成，防災訓練の実施等の取組を促進し，災
害に強い地域づくりを推進する。7-(1)-1

2
○自力避難の困難な障害者等が利用する災害時要援護者関連施設が立地する土砂災害のおそれのある箇所において，ハード・ソフト一体となった土砂
災害対策を重点的に推進する。7-(1)-2

3
○災害発生時，又は災害が発生するおそれがある場合に障害者に対して適切に情報を伝達できるよう，民間事業者等の協力を得つつ，障害特性に配慮
した情報伝達の体制の整備を促進する。7-(1)-3

4
○災害発生時，又は災害が発生するおそれがある場合に避難行動要支援者名簿等を活用した障害者に対する適切な避難支援や，その後の安否確認を
行うことができるよう，地方公共団体における必要な体制整備を支援する。7-(1)-4

5
○避難所，応急仮設住宅のバリアフリー化を推進するとともに，避難所において障害者が，必要な物資を含め，障害特性に応じた支援を得ることができる
よう，市町村における必要な体制の整備を支援する。7-(1)-5

6
○災害発生後にも継続して福祉・医療サービスを提供することができるよう，障害者支援施設・医療機関等における災害対策を推進するとともに，地域内
外の他の社会福祉施設・医療機関等との広域的なネットワークの形成に取り組む。 7-(1)-6

7○火事や救急時におけるファックスや Eメール等による通報を可能とする体制の充実に取り組むとともにその利用の促進を図る。7-(1)-7

（２）東日本大震災からの復興

1○それぞれの地域の復興施策の企画・立案及び実施における，障害者やその家族等の参画を促進し，地域全体のまちづくりを推進する。7-(2)-1

2
○障害者の被災地での生活の継続，被災地への帰還を支援するため，被災地の障害福祉サービス事業者に対する支援を実施し，被災地における安定
的な障害福祉サービスの提供を図る。7-(2)-2

3○住み慣れた生活環境から離れて避難生活を行っている障害者に対する，心のケア，見守り活動，相談活動等の取組の充実を図る。7-(2)-3

4
○被災地における雇用情勢を踏まえ，産業政策と一体となった雇用の創出，求人と求職のミスマッチの解消を図り，障害者の就職支援を推進する。7-(2)-
4

（３）防犯対策の推進

1○ファックスや Eメール等による緊急通報について，その利用の促進を図るとともに，事案の内容に応じた迅速・適切な対応を行う。7-(3)-1

2
○警察職員に対し障害及び障害者に対する理解を深めるための研修の充実に取り組むとともに，手話を行うことのできる警察官の交番への配置，コミュ
ニケーション支援ボードの活用等，障害者のコミュニケーションを支援するための取組を推進する。7-(3)-2

3○警察と地域の障害者団体，福祉施設，行政等との連携の促進等により，犯罪被害の防止と犯罪被害の早期発見に努める。7-(3)-3



（４）消費者トラブルの防止及び被害からの救済

1
○障害者の消費者トラブルに関する情報を収集し，積極的な発信を行うとともに，その被害からの救済に関して必要な情報提供を行い，障害者の消費者
トラブルの防止及び被害からの救済を図る。7-(4)-1

2
○障害者団体，消費者団体，福祉関係団体，行政等，地域の多様な主体の連携を促進し，障害者の消費者トラブルの防止及び早期発見に取り組む。7-
(4)-2

3
○地方公共団体における，消費生活センター等におけるファックスや Eメール等での消費者相談の受付や，相談員等の障害者理解のための研修の実施
等の取組を促進することにより，障害者の特性に配慮した消費生活相談体制の整備を図る。 7-(4)-3

4
○消費者トラブルの防止及び障害者の消費者としての利益の擁護・増進に資するよう，障害者及び障害者に対する支援を行う者の各種消費者関係行事
への参加の促進，研修の実施等により，障害者等に対する消費者教育を推進する。7-(4)-4

5
○被害を受けた障害者の被害回復に係る法制度の利用の促進のため，日本司法支援センター（法テラス）の各種業務及びこれを遂行する体制の一層の
充実に努める。 7-(4)-5

6
○常勤弁護士を始めとする日本司法支援センター（法テラス）の契約弁護士が，福祉機関等との連携・協力体制を密にすることにより，障害者などの社会
的弱者の振込め詐欺の被害や悪質商法による消費者被害の早期発見・被害回復に努める。 7-(4)-6

８　差別の解消及び権利擁護の推進

（１）障害を理由とする差別の解消の推進

1
○平成28（2016）年４月の障害者差別解消法の円滑な施行に向け，同法に規定される基本方針，対応要領及び対応指針を計画的に策定するとともに，法
の趣旨・目的等に関する効果的な広報・啓発活動，相談・紛争解決体制の整備，障害者差別解消支援地域協議会の組織の促進等に取り組む。また，同
法の施行後において，同法に規定される基本方針に基づき，同法の適切な運用及び障害を理由とする差別の解消の推進に取り組む。8-(1)-1

2
○雇用分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）が新たに規
定された改正障害者雇用促進法（平成28（2016）年4月施行）に基づき，障害者と障害者でない者との均等な機会及び待遇の確保並びに障害者の有する
能力の有効な発揮を図る。（再掲）8-(1)-2

3
○障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止し，その被害からの救済を図るため，相談・紛争解決等を実施する体制の充実等に取り組むととも
に，その利用の促進を図る。8-(1)-3

※本基本計画においては，障害者に対する配慮等に関する取組について，原則として各分野において掲載している（例えば，教育分野における配慮等は
３に，行政サービス等の分野における配慮等は９に掲載。）。

（２）権利擁護の推進

1
○障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活動を行うとともに，同法の適切な運用を通じ，障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に取り組
む。8-(2)-1

2
○障害者本人に対する意思決定支援を踏まえた自己決定を尊重する観点から，意思決定支援の在り方を検討するとともに，成年後見制度の適切な利用
の促進に向けた取組を進める。8-(2)-2

3○当事者等により実施される障害者の権利擁護のための取組を支援する。 8-(2)-3

4
○障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止し，その被害からの救済を図るため，相談・紛争解決等を実施する体制の充実等に取り組むととも
に，その利用の促進を図る。（再掲）8-(2)-4



９　行政サービス等における配慮

（１）行政機関等における配慮及び障害者理解の促進等

1
○各行政機関等における事務・事業の実施に当たっては，障害者差別解消法（平成28（2016）年４月施行）に基づき，障害者が必要とする社会的障壁の
除去の実施について必要かつ合理的な配慮を行う。9-(1)-1

2○行政機関の職員等に対する障害者に関する理解を促進するため必要な研修を実施し，窓口等における障害者への配慮の徹底を図る。9-(1)-2

3○各府省における行政情報の提供等に当たっては，情報通信技術（ICT）の進展等も踏まえ，アクセシビリティに配慮した情報提供に努める。9-(1)-3

（２）選挙等における配慮等

1
○政見放送への手話通訳・字幕の付与，点字，音声，拡大文字又はインターネットを通じた候補者情報の提供等，情報通信技術（ICT）の進展等も踏まえ
ながら，障害特性に応じた選挙等に関する情報提供の充実に努める。9-(2)-1

2
○移動に困難を抱える障害者に配慮した投票所のバリアフリー化，障害者の利用に配慮した投票設備の設置等，投票所における投票環境の向上に努め
るとともに，成年被後見人の選挙権の回復等を行う公職選挙法の改正を踏まえ，判断能力が不十分な障害者が自らの意思に基づき円滑に投票できるよ
う，代理投票の適切な実施等の取組を促進する。9-(2)-2

（３）司法手続等における配慮等

1
○被疑者あるいは被告人となった障害者がその権利を円滑に行使することができるよう，刑事事件における手続の運用において，障害者の意思疎通等に
関して適切な配慮を行う。あわせて，これらの手続に携わる職員に対して，障害や障害者に対する理解を深めるため必要な研修を実施する。9-(3)-1

2
○知的障害によりコミュニケーションに困難を抱える被疑者等に対する取調べの録音・録画の試行や心理・福祉関係者の助言・立会い等の試行を継続す
るとともに，更なる検討を行う。9-(3)-2

3
○矯正施設に入所する累犯障害者等に対して，社会復帰支援のためのプログラムの提供を促進するとともに，これらの施設の職員に対して必要な研修を
実施する。 9-(3)-3

4
○矯正施設に入所する累犯障害者等の円滑な社会復帰を促進するため，地域生活定着支援センターにおいて，保護観察所等の関係機関と連携の下，
矯正施設に入所する累犯障害者等が出所等後に必要な福祉サービスを受けるための支援を行う。 9-(3)-4

5
○弁護士，弁護士会，日本弁護士連合会，日本司法支援センター（法テラス）等の連携の下，罪を犯した知的障害者等の社会復帰の障害となり得る法的
紛争の解決等に必要な支援を行うなど，再犯防止の観点からの社会復帰支援の充実を図る。 9-(3)-5

（４）国家資格に関する配慮等

1
○各種の国家資格の取得等において障害者に不利が生じないよう，試験の実施等において必要な配慮を提供するとともに，いわゆる欠格条項について，
各制度の趣旨も踏まえ，技術の進展，社会情勢の変化等の必要に応じた見直しを検討する。 9-(4)-1


